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出典： District Heat in Europe 1995 



















(%) (%) (%) 
ドイツ 12.0 75.0 4.5
スウェーデン 38.0 28.4 10.0
デンマーク 50.0 73.0 0.0
フィンランド 50.0 78.7 0.3
フランス 3.5 16.6 24.6
ノルウェー 3.0 11.0 50.0























 我が国の地域冷暖房の歴史は 1970 年大阪の千里中央地区から始まり、現在では都市部を中心とした全国の


































































 日本の地域冷暖房はそのエネルギー源によって３タイプに大別できる。各システムに対して平成 12 年度時
点での導入地区数ならびに未利用エネルギー利用(コージェネレーションシステム利用も含む)している地区
の割合を以下に示す。ただし、住宅を中心に熱供給を行っている地域冷暖房は統計対象に含まれない。 
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10,260kJ/kWh とする。ただし、３章以降においては、平成 15 年当時の省エネルギー法に定められた
9,830kJ/kWh を採用している。 
              ・・・2.1 
















































































y = 1.29x + 0.1287
R2 = 0.4456
y = -0.2699x + 0.515
(有意でない)



















































▲  r acc
y = 1.6937x - 0.0219
R2 = 0.721
y = 0.0868x + 0.4964
（有意でない）



















































▲  r acc
y = 0.2849x + 0.6666
（有意でない）y = -0.8114x + 0.7436
R2 = 0.3262



















































▲  r acc
図-2.3  総合エネルギー効率と各要因の関係 
｛電動主体方式（一般）｝ 
図-2.2  総合エネルギー効率と各要因の関係 
｛吸収ボイラ方式（一般）｝ 
図-2.4  総合エネルギー効率と各要因の関係 
｛吸収電動方式（一般）｝ 































































































































































































































有意水準 99%** 有意水準 95%*
表-2.2 各システムの重相関係数と回帰式の有意性 
重相関係数 Ｆ値 判定
吸収ボイラ（一般） 0.77 6.7 F(4,18,0.01) =4.58 **
吸収ボイラ（ＣＧＳ） 0.98 22.8 F(7,7,0.01) =6.99 **
電動主体（一般） 0.78 5.8 F(3,11,0.01) =6.22 *
吸収電動（一般） 0.91 16.0 F(5,16,0.01) =4.44 **













































































有意水準 99%** 有意水準 95%*
有意水準99%** 有意水準95%*
有意水準 99%** 有意水準 95%*
表-2.3 各システムの重回帰分析結果 
吸収ボイラ（一般）
説明変数名 偏回帰係数 標準偏回帰係数 Ｆ値 判定 偏相関 単相関
全負荷相当運転時間［h/年］ 1.0E-04 0.28 2.5 [  ] 0.35 0.32
延床面積［m2］ 2.5E-07 0.66 7.6 [* ] 0.54 0.68
熱需要密度［GJ/(年・m2)］ 1.4E-02 0.14 0.8 [  ] 0.20 0.16
製造熱量[GJ/年] 6.2E-08 0.05 0.0 [  ] 0.05 0.64
定数項 4.3E-01
吸収ボイラ（ＣＧＳ）
説明変数名 偏回帰係数 標準偏回帰係数 Ｆ値 判定 偏相関 単相関
台数分割[台] 1.1E-02 0.44 7.2 [* ] 0.71 0.35
全負荷相当運転時間[ｈ/年] 1.8E-04 0.58 20.1 [**] 0.86 0.81
地域導管長さ[m] -1.9E-05 -1.03 28.6 [**] -0.90 0.31
排熱割合[-] 3.2E-03 0.69 28.0 [**] 0.89 0.65
製造熱量[GJ/年] 2.2E-07 0.73 17.9 [**] 0.85 0.29
熱需要密度［GJ/(年・m2)］ -2.4E-02 -0.35 8.2 [* ] -0.73 0.08
電力比[-] 2.7E-01 0.24 4.0 [  ] 0.60 0.07
定数項 2.9E-01
吸収電動（一般）
説明変数名 偏回帰係数 標準偏回帰係数 Ｆ値 判定 偏相関 単相関
全負荷相当運転時間[h/年] 3.5E-04 1.03 59.5 [**] 0.89 0.65
冷熱比[-] 5.7E-01 0.51 18.2 [**] 0.73 0.23
電力比[-] 2.0E-01 0.28 5.9 [* ] 0.52 0.27
台数分割[台] 9.3E-03 0.27 2.6 [  ] 0.38 0.10











注 1 ηは商用電力の受電端効率 
   本検討では平成 14 年度当時の省エネルギー法設定値を使用 
注 2 Eout’ は電力の一次換算値 

















































表-2.4 CGS 排熱一次エネルギー換算値の算出結果 
評価方法Ａ 評価方法Ｂ
1 23 66 0.77 0.54 評価方法A,Bともに最小値
2 22 52 0.86 0.68
3 21 52 0.90 0.79
4 22 46 0.91 0.78
5 19 54 0.94 0.87
6 19 40 1.06 1.13
7 18 39 1.12 1.27 評価方法A,Bともに最大値
平均 - - 0.94 0.87 プラント1～7の平均値






注 凡例内の数値は CGS 排熱一次エネルギー換算値を表す。 































２）評価方法による CGS 排熱一次エネルギー換算値の違い 






























































































































































































































































































   注 エネルギー効率は当該負荷率での年間製造熱量 













るいは COP と冷却水温度の単相関関係を見ても関係は弱い。R3 の特性は R1 と R5 の中間と見ることがで
きる。R7（ターボ冷凍機）の COP（電動機器の COP は二次換算値で表す）は負荷率と正の相関、冷却水温
度と負の相関があり、一般的な機器特性を示している。負荷率は 0.8 から 1.0 と変動が小さいのに対して、
冷却水温度のばらつきは大きくなっている。 
































































































図-2.16 冷却水温度と COP の関係 
図-2.15 負荷率と COP の関係 



















図-2.21～2.23 に TR1, HTHP1(冷房運転), DB1(排熱回収モード)それぞれについて毎時の負荷率を高い順に
並べたものについて示す。全機器共に高負荷率での運転が実現しており、TR1 に関しては負荷率が 1.0 以上
となっている時間帯も 1,000 時間程度あることがわかる。本プラントは国内最大級の蓄熱槽（19,060ｍ3）を
有しているため、夏のピーク負荷が発生する時期を除けば蓄熱容量が需要量に対して十分に大きい。そのた


















y = 20.046x + 10.599








































記号 機器名称 運転モード 冷温種別 容量[GJ/h]


















表-2.6 B プラントの熱源機器 















































 続いて、ターボ冷凍機 TR1 について１時間毎の冷却水温、負荷率、COP の関係で分析した結果を図-2.24
～2.26 に示す。他の機器についてもほぼ同様な関係が得られているので個々の図は省く。図-2.25,26 から、
機器の COP は、負荷率に正の相関、冷却水温度に負の相関という関係が見られており、一般的なターボ冷




































































































dcba COPDCOPCCOPBCOPANPLV                         ・・・2.5 
上式でCOPa～COPdは４つの試験点(a,b,c,d)における冷凍機の成績係数、A,B,C,Dは各試験点に対応した供給
熱量の比率（重み）である。COPa～COPdを求める試験条件をARIのStandard通りに実施した場合をIPLV、





 まず、データを負荷率を基準として、A,B,C,D の四つの領域に分ける。b,c,d の試験点の負荷率を領域内デ
ータの負荷率の平均値と定め、それらが ARI の Standard が定める値（0.75,0.50,0.25）に近づくように、
各領域の範囲（B,C,D）を決定する。一例をあげると、ＡプラントのＲ１のＢ領域の範囲を 0.6＜ⅹ≦0.8（ｘ：
負荷率）と定めると、その時の平均負荷率は 0.752 となり、0.75(ARI の Standard)に十分に近いため、Ｂ領
域の範囲を 0.6＜ⅹ≦0.8 と定める。A の領域は残った領域、つまり B 領域よりも負荷率の高い領域とする。
ただし、a の試験点の負荷率はデータの平均値を用いるのではなく ARI の Standard に従い 100%とする。
続いて、各重みを推計すると共に、各プラントから提供を受けた各冷凍機の試験データ（負荷率に関係なく
冷却水温度は常に 31℃）による COP の負荷率依存性を用いて、式-2.5 より NPLV を計算する。 




運転パターン Ａ Ｂ Ｃ Ｄ NＰＬＶ
Ｒ１ ピーク対応 0.740 0.198 0.061 0.000 1.21
Ｒ３ ベース 0.217 0.578 0.132 0.073 1.23
Ｒ５ ベース 0.070 0.025 0.511 0.395 1.22
Ｒ７ ピーク対応 0.946 0.054 0.000 0.000 4.67
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ ＮＰＬＶ
ＴＲ１ 0.966 0.030 0.003 0.000 5.49
ＴＲ２ 0.979 0.018 0.002 0.000 5.49
ＴＲ１（2003年度） 0.944 0.037 0.017 0.003 5.49





































注1 NPLV値は表-2.8, 2.9の結果である。 
注2 Bプラントの（）内の数値は2003年度の値を表す。 
   ただし、機関成績係数はデータの都合で2003年度4～7月の平均値となっている。 
Aプラント Ｂプラント
定格ＣＯＰ 期間成績係数 NPLV 定格ＣＯＰ 期間成績係数 NPLV
R1 1.17 1.27 1.21 TR1 5.30 5.46(5.57) 5.49(5.49)
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3．2．1．2 検討対象の地域冷暖房プラント （Ｃプラントの概要） 






































B1 水管ボイラ 45 t/h
B2 水管ボイラ 45 t/h
B3 炉筒煙管ボイラ 12 t/h
B4 炉筒煙管ボイラ 12 t/h












































































ラに加え CGS の効率も考慮する必要がある。C プラ
ントのCGSは2003年７月中旬から稼動し始めている








図から CGS 排熱量割合は 0.5 付近が平均的であると
考えられるため、C プラントにおいてもプラントで消
費する 50％の蒸気は CGS によって製造されると仮定
する。また、蒸気製造量の増大に伴い発電電力量も増
加するが、プラント近隣の大型ビルに発電機を設置する等の工夫により電力は全て使い切ることとする。 
 続いて、CGS 排熱の価値については様々な考え方（2.2.4 節や文献6)）があるが、本研究では CGS の発電
効率が商用電力の受電端効率より低いために発生する余分なエネルギー投入量を排熱製造のためのエネルギ

























図-3.6 CGS 排熱効率の算出方法 
注 ηは比較対象とする商用電力の受電端効率 








































ンの実測データの年間値[発電効率（CGS 補機動力含む）0.214、排熱回収率 0.489]から CGS 排熱効率を算



























































































冷却塔ファン動力 kW/kW 0.0058 0.0078
冷水ポンプ動力 kW/kW 0.030 0.015
冷却水ポンプ動力 kW/kW 0.033 0.033
バイパス流量 % 20（最小機器流量比） 50（最小機器流量比）
動作隙間 % 10 30

















     ・・・3.2 
   Pa : 単位機器容量当りの補機動力[kW/kW] 































































































































冷凍機補機 185 458 148%
ポンプ・ファン 4,726 4,859 3%
ボイラ補機 517 399 -23%
ＣＧＳ補機 142 142 0%
小計 5,570 5,858 5%
ボイラ 6,376 6,364 0%
ＣＧＳ 1,037 1,037 0%




















































1 12 24 12 24 12 24 12 24 12 24 12 24 12 24 12 24 12 24 12 24 12 24 12 24

































冷凍機 101,298 120,385 16%
冷凍機補機 4,500 9,880 54%
冷却塔ファン 3,721 5,087 27%
冷水ポンプ 20,832 20,560 -1%
冷却水ポンプ 23,213 45,387 49%
小計 153,563 201,300 24%
温熱源機 173,074 181,488 5%
温熱源機補機 1,241 2,137 42%








































＝(個別-個別α)+ (個別α-地域冷暖房α) + (地域冷暖房α-地域冷暖房)
 
注 1 上記の式は稼動している機器容量を表している。 









































































































































































































































図-3.16 要因別の省エネルギー量（C プラント） 













































































































































=CASE0 (個別熱源システム)－CASE3 (地域冷暖房) 




=CASE0 (個別熱源システム)－CASE5 (地域冷暖房) 
=(CASE0-CASE1)+ (CASE1-CASE2) + (CASE2-CASE3) 










シミュレーション条件 CASE0 CASE1 CASE2 CASE3 CASE4 CASE5
熱供給方式 個別 地冷 地冷 地冷 地冷 地冷
導管熱損失 無し 無し 有り 有り 有り 有り
冷水ポンプ動力 個別 個別 地冷 地冷 地冷 地冷
機器仕様 個別 個別 個別 地冷 地冷 地冷
機器制御 個別 個別 個別 個別 地冷 地冷
CGS 無し 無し 無し 無し 無し 有り
シミュレーション条件 CASE0 CASE1 CASE2 CASE3
熱供給方式 個別 地冷 地冷 地冷
導管熱損失 無し 有り 有り 有り
機器仕様 個別 個別 地冷 地冷
CGS 無し 無し 無し 有り
表-3.7 CGS のパラメーターと総合エネルギー効率の関係 
注 ガスタービンのカタログ値は発電効率 25%、排熱回収効率 50%で
ある。 
0.0 0.2 0.4 0.6 0.8 1.0
調査結果（最高） 1.85 0.70 0.77 0.86 0.98 1.13 1.34
調査結果（平均） 1.15 0.70 0.74 0.78 0.82 0.87 0.93
調査結果（最低） 0.79 0.70 0.69 0.69 0.68 0.68 0.67
カタログ値 1.75 0.70 0.77 0.86 0.96 1.10 1.29






















































冷凍機 120,385 150,481 -25%
冷凍機補機 9,880 9,880 0%
冷却塔ファン 5,087 5,728 -13%
冷水ポンプ 20,560 20,560 0%
冷却水ポンプ 45,387 45,387 0%
小計 201,300 232,036 -15%
温熱源機 181,488 201,654 -11%
温熱源機補機 2,137 2,137 0%















































































（ON/OFF あるいは OFF/ON の切り替えを１回と数えた回
数の和）は 3.2.5.3 節のシミュレーション結果より最大でも

















Rj : 時点 j に稼動する冷凍機の集合 
Qj : 時点 j における冷熱負荷量 
Fj  : 時点 j における需要家要求冷水流量 
図-3.18 起停回数低減手法のアルゴリズム 












































































































































































































































境界値 0.1 境界値 0.3 



















































冷熱負荷量は Type-A, Type-B, Type-C の冷熱負荷パターンを示した各プラントの年間時系列冷熱負荷率
データに最大冷熱負荷量（冷凍機容量の設定（3.2.5.2 節）と条件を揃え 111.4GJ/h とする）を乗じて作成す
る。需要家要求冷水流量は冷水温度差特性（境界値 0.1、0.4、0.7、1.0）から求めた冷水温度差で冷熱負荷













冷熱源システム効率は Type-A, Type-B, Type-C の順に高くなっており（Type-A→Type-C の変動幅：0.06～
0.11）、冷熱負荷パターンは冷熱源システム効率に大きく影響することが示された。このことを統計的に確認
































y = 6.6×10-5 x + 0.63
R 2 = 0.96
y = 5.0×10-5 x + 0.68













































































































年間平均冷凍機ＣＯＰ 年間平均冷凍機負荷率 ポンプ 力
0.1 0.4 0.7 1.0
境界値
(Type-A)
0.1 0.4 0.7 1.0
境界値
(Type-B)













































 図-3.27, 3.28 に冷熱源システム効率のシミュレーション結果を示す。図-3.27 は冷熱負荷パターンを Type-A
とした場合、図-3.28 は Type-C とした場合で、それぞれ境界値 0.1 と 1.0 の２パターンについて結果を示し
ている。 
 分割台数はその台数が多くなるにつれて、容量比率は多様化（等分割→等分割(小型機あり)→最適分割）
するにつれて、冷熱源システム効率が高くなることが確認されたが、その変動量は Type-A の方が Type-C






3 4 5 6 7 8
0.1 47 : 42 : 11 47 : 37 : 8 : 8 47 : 32 : 7 : 7 : 7 43 : 33 : 6 : 6 : 6 : 6 42 : 33 : 5 : 5 : 5 : 5 : 5 47 : 11 : 7 : 7 : 7 : 7 : 7 : 7
1.0 47 : 38 : 15 47 : 35 : 9 : 9 47 : 35 : 6 : 6 : 6 44 : 32 : 6 : 6 : 6 : 6 45 : 25 : 6 : 6 : 6 : 6 : 6 45 : 19 : 6 : 6 : 6 : 6 : 6 : 6
0.1 45 : 32 : 23 35 : 25 : 20 : 20 36 : 22 : 14 : 14 : 14 46 : 22 : 8 : 8 : 8 : 8 47 : 23 : 6 : 6 : 6 : 6 : 6 40 : 30 : 5 : 5 : 5 : 5 : 5 : 5






























3 4 5 6 7 8
分割台数[台]
境界値 0.1























3 4 5 6 7 8
分割台数[台]
境界値 0.1


















































3 4 5 6 7 8
分割台数[台]
境界値 0.1




























































床面積建物：136,068m2）に対して冷水（106.6PJ 2002 年度）・温水(41.8PJ 2002 年度)供給を行っており、
注 1 PCD:冷却水ポンプ、BMP:ブラインポンプ、PC:冷水ポンプ、PH:温水ポンプ 
   S_PC:二次冷水ポンプ、S_PH:二次温水ポンプ、熱源機器の記号は表-3.10 参照 

























































に定格冷熱製造能力（室外機吸込空気 35℃）の 1.15 倍とする。また、3.3.2.2 節のデータおよび文献 4)から
一般的な熱源機器の分割について検討し、分割台数３台、余裕率 1.2、容量比率 1：1：1 と設定した。 
 地域冷暖房モデル・個別熱源システムモデルともに、シミュレーションはタイムステップ１時間で年間計
算が行われ、入力データには B プラントの実測データ（建物毎あるいはプラント合計の熱負荷量、要求冷温






 地域冷暖房モデルの熱源機の定格 COP は、実際に B プラントで使用されている機器と同じとし（表-3.10）、
負荷特性・冷却水（ブライン）温度特性は、B プラントの納入機器仕様書にある特性曲線あるいは B プラン
表-3.10 B プラントの熱源機器 
記号 機器名称 運転モード 冷温種別 容量[GJ/h] ＣＯＰ
TＲ 電動式ターボ冷凍機 冷水専用 冷熱 14.9 5.3
冷熱 5.0（冷）
温熱 6.8（温）
冷水専用 冷熱 18.3 4.7




注 表中の COP は定格値であり、定格条件は負荷率 100％・冷却水温度 32℃/
ブライン温度-7℃である。 
























ため個別熱源システムの約 2.5 倍の動力が必要となっている。 
 地域冷暖房モデルでは、二次ポンプシステムにおいて変流量ポンプが採用されており、その動力は実績デ



















































i (1, 1, 5): 需要家建物番号




















































F < 0.5 × Frated ：  P = Prated × (1/2)3 
F ≦ 0.5 × Frated：  P = Prated × (F/Frated)3
 51




























































































 冷凍機の定格 COP を比べると、地域冷暖房で使用する冷凍機は個別熱源システムの空気熱源ヒートポン
プより約 1.5 倍程度効率が良い。それに加え、地域冷暖房の場合は蓄熱槽を活用しているため、図-3.36 に示
すように冷凍機は常に全負荷運転となり、部分負荷運転による COP 低下が発生しない。従って、地域冷暖
房の冷凍機エネルギー消費量は個別熱源システムに比べて大幅に少なくなっている。 



































































































製造冷熱量 [GJ] 機器負荷率 [–]






















(a) Run0 と Run1 の差は「集約効果」であり、熱負荷が集約されることによるエネルギー的メリットについ
て表す（3.2.3.2 節参照）。 
(b) Run1 と Run2 の差は「導管熱損失」であり、導管放熱ロスの発生および搬送動力（ポンプ動力）の増加
による影響を表す。 
(c) Run2 と Run3 の差は「機器のスケールメリット」であり、大型熱源機器の採用によるエネルギー的メリ
ットを表す。 
(d) Run3 と Run4 の差は「機器制御」であり、地域冷暖房の専門オペレーターによる適切な冷凍機運用の効

























注 冷熱負荷パターン（他プラント）は、B プラント以外の 3 プラントの冷熱負荷パターンを平均化したものである。
 54
果を表す。 










注 パラメーターの詳細は表-3.14 に示す。 
表-3.13 追加シミュレーションのパラメーター 
注 1 “地冷（蓄熱無し）”の熱源機器構成について、C プラント（蓄熱槽を有していない）と同じ台
数分割７台としている。 
注 2 “個別”、”地冷（蓄熱無し）”の冷凍機の容量は、余裕率 1.2 で等分割とする。（3.3.2.1 節参照） 

































































図-3.38 要因別の省エネルギー量（B プラント） 






























































































































































（導管搬送損失の追加検討） B プラントは 3.3.1 節で述べたように平均的なプラントに比べて効率的な熱
搬送が可能となっているため、図-3.38 に示した導管搬送損失は一般的なプラントよりも小さくなっている可





源システム 1,279GJ、温熱源システム 397GJ となり、導管搬送損失はベースケースに比して 20％増加とな




































































































検討４ 7,334 3,500 10,834 1.39
7,457 4,183 11,640 1.30
7,967 3,897 11,864 1.32
7,865 4,183 12,048 1.25
9,823 4,402 14,225 1.06


































































4) シミュレーションから得られた個別熱源システムの総合エネルギー効率は 0.97 であり、実態データの
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 分析対象とする D プラントは、1994 年に熱供給を開始し、オフィスビル・住宅・ホテル・文化施設など
計 9 建物（総延床面積：391,000m2）に対して冷水および蒸気供給を行っている。熱源システムは蒸気吸収冷








 シミュレーションはタイムステップ１時間で年間計算が行われ、入力データには D プラントの実測データ
（建物毎／プラント合計の熱負荷量、要求冷水流量、外気湿球温度、ガスタービン CGS1 号機～４号機の各
発電電力量・CGS 補機電力使用量・CGS 排熱回収量）を使用する。実測データは 2004 年 4 月から 2005 年
3 月までの１年間毎時に計測されている。冷熱源システムのエネルギー消費量には 3.2.2.1 節の C プラント
と同じアルゴリズムを採用し（図-3.4）、温熱源システムのエネルギー消費量は温熱負荷量を 3.2.2.1 節で定
義した蒸気製造効率で除して算出している。なお、一次エネルギー算出に際しては、電力の一次エネルギー
換算値は 9,830kJ/kW･h（平成 15 年度当時の省エネルギー法設定値）を使用している。 
4．2．2．2 シミュレーション条件 
 シミュレーションは、Dプラント特有のパラメーター（冷凍機の定格COP値・ポンプ動力・ガスタービン
図-4.1 D プラントの熱源システム系統図 






























AR1 蒸気吸収冷凍機 7,032 kW
AR2 蒸気吸収冷凍機 7,032 kW
AR3 蒸気吸収冷凍機 7,032 kW
AR4 蒸気吸収冷凍機 7,032 kW
AR5 蒸気吸収冷凍機 3.516 kW
AR6 蒸気吸収冷凍機 3.516 kW
AR7 蒸気吸収冷凍機 3.516 kW
SB1 炉筒煙管式蒸気ボイラ 15.0 t/h
SB2 炉筒煙管式蒸気ボイラ 15.0 t/h
SB3 炉筒煙管式蒸気ボイラ 15.0 t/h
SB4 炉筒煙管式蒸気ボイラ 4.8 t/h












































































































































































CGS 304,025 299,602 -1.5%








































































































































































































































































高効率形成要因① 大規模ガスタービン CGS の導入効果 
D プラントには計４台のガスタービン CGS があり、ガスタービン CGS からの排熱蒸気はプラント側で受
け入れられ蒸気吸収冷凍機の稼動および需要家への蒸気供給に利用されている。実態分析の結果、ガスター
ビン CGS 機４台全体の CGS 排熱効率の年間値は 0.87 となっており、蒸気ボイラの一般的な効率 0.82（補
機電力消費量込み）をやや上回っており、ガスタービン CGS 導入による蒸気製造効率の向上が確認された。
本検討では、ガスタービン CGS 導入によるプラントのエネルギー効率向上の効果を評価するために、D プ
ラントの蒸気製造をボイラのみでまかなった場合についてシミュレーションを行い、その結果をベースケー
スと比較することでガスタービン CGS 導入による効果を算定する。ここで、ボイラ効率は負荷率に依存せ








高効率形成要因①・②の検討結果を表-4.3 に示す。表より、CGS 導入は、冷熱源システムで 4％・温熱源
システムで 3％のエネルギー消費量削減となっており、総合エネルギー効率では 0.03 の向上効果があること
が示された。ただし、図-4.5 に示すように D プラントにおいて CGS の排熱が有効に活用されていない実態
を鑑みると、CGS がエネルギー消費量の観点から適正に運用された場合 CGS 導入による効果は更に大きく
表-4.3 各検討ケースの一次エネルギー消費量 
注 表中の％値は当該ケースを基準としたベースケースの省エネルギー率*である。 
  *省エネルギー率＝（当該ケース－ベースケース）／当該ケース×100  
Ａプラント
（ベース）
191,406 201,969 5% 190,867 0% 201,359 5%
5,618 5,618 0% 5,823 4% 5,823 4%
6,172 6,172 0% 6,164 0% 6,164 0%
冷却水ポンプ 14,211 14,211 0% 20,963 32% 20,963 32%
冷水ポンプ 15,082 15,082 0% 23,584 36% 23,584 36%
232,489 243,052 4% 247,401 6% 257,893 10%
169,704 173,954 2% 169,804 0% 173,954 2%
300 2,123 86% 297 -1% 2,123 86%
170,004 176,077 3% 170,101 0% 176,077 3%







































0.026kW/kW・冷却水ポンプ 0.021kW/kW となっており、C プラントと比較した場合（冷水ポンプ
0.030kW/kW・冷却水ポンプ 0.033kW/kW）、ポンプ動力が小さいことが分かる。因みに、C プラントと同
じポンプ動力だった場合についてシミュレーションを行うと、総合エネルギー効率（CGS・インバーターな






本プラントの蒸気吸収冷凍機はいずれも定格 COP が 1.2 と現状における同機器の一般的な性能を示してい
る。しかし、最新式の吸収冷凍機では定格 COP は 1.35 まで向上している6)。本対策では、既存プラントに
おける機器更新時に導入が予想される最新式の高効率冷凍機を想定し、定格 COP を現状の 1.2 から 1.35 に
変更した場合について検討を行う。なお、負荷率特性及び冷却水温度特性についてはベースケースの設定と
同一としている 
対策 B：CGS 排熱蒸気の最大利用 
ベースケースでは、需要家ビル側所有のガスタービン CGS1 号機～3 号機からの排熱蒸気を十分に有効利
用できていなかった（図-4.5）。この原因としては、ガスタービン CGS1 号機～3 号機は電力需要追従運転を
行っているため排熱蒸気がプラントの蒸気需要に対して過剰になるというだけでなく、排熱蒸気が余ってい
る状態でボイラが稼動するという不合理な機器運用がなされていること（図-4.9）も一因として挙げられる。

















































































図-4.9 蒸気製造量と需要量の関係（4 月 25 日） 図-4.10 ガスタービン CGS の機器特性（4号機）






対策 C： 他種類の CGS の導入 
    （①ガスエンジン CGS ②燃料電池 CGS） 
 D プラントではガスタービン CGS［発電効率 21.0％、蒸気排熱効率 48.6％（定格時、高発熱基準）］を導
入している。本検討では、このガスタービン CGS に代えて、発電効率の高いガスエンジン CGS を導入した
場合、現在はまだ実用段階にない将来技術である固体酸化物型燃料電池（SOFC）CGS を導入した場合につ
いて検討を行う。なお、全国の地域冷暖房（154 地点）における現状の CGS 導入状況は、ガスタービン CGS
が 38 地点、ガスエンジン CGS が 10 地点、リン酸型燃料電池 CGS が 2 地点、SOFC・CGS が 0 地点であ
る7)。現状では本プラントを含めガスタービン CGS を導入している地域冷暖房プラントが多く見られるが、
電気事業法改正8)による電力供給の緩和により、発電効率の高い後者 3 つの CGS については今後さらなる普
及が予想される。 
①ガスエンジン CGS 
 本検討では、現状のガスタービン CGS に代えて、同容量・同台数（1,500kW、4 台）のガスエンジン CGS
を導入した場合を想定する。ガスエンジン CGS の性能は、既存の地域冷暖房プラントで現在導入が進めら
れている A 社製のガスエンジン CGS のデータを基に、発電効率 41.2%・蒸気排熱効率 19.4%・温水回収効
率 8.7%（定格時、高発熱基準）と設定した。部分負荷特性












































本検討では、現状のガスタービン CGS に代えて、同容量・同台数の SOFC･CGS を導入した場合を想定




CGS 排熱効率については 2.2.4 節の評価方法Ｂの「ＣＧＳの発電効率が商用電力の受電端効率より低いた
めに発生する余分なエネルギー投入量を排熱製造のためのエネルギー量と定義する。」という考え方を基本と
するが、ガスエンジン CGS および SOFC･CGS の場合には、その発電効率が商用電源の 36.6％（平成 15 年
度当時の省エネルギー法設定値）を超えるため、このままでは排熱製造のためのエネルギー投入量が負の値
となってしまう。そこで、CGS 発電効率が 36.6％以上の時は、排熱製造のためのエネルギー投入量はゼロ
とするという条件を追加する（図-4.12 参照）。この時、従来なら CGS からのエネルギー的メリット（ある
いはデメリット）は全て排熱用のエネルギー消費量で評価されていたため、評価上の CGS 発電効率は商用
電源効率と同じく常に 36.6%で一定であったが、CGS 発電効率が 36.6％を超える場合は、CGS 発電用のエ
ネルギー消費量にも CGS からのエネルギー的メリットの一部が反映されることとなり CGS 発電効率も
36.6%以上となる。 
対策 D： ターボ冷凍機の導入および CGS 発電電力のプラント内使用 
    （検討対象 CGS：ガスタービン CGS、ガスエンジン CGS、SOFC・CGS） 
 本検討では、従来では需要家への供給のみに限定されていた CGS 発電電力をプラント内でも使用可能と
して、CGS 稼働率および負荷率の向上をはかる。この時、ベースケースではプラント内の電力需要を発生さ
図-4.12 CGS の評価方法 
【CGS 発電効率 ≦ 商用電源効率η】 【CGS 発電効率 ＞ 商用電源効率η】 




































機・冷水ポンプ・冷却水ポンプ・冷却塔ファン）については CGS 容量に余裕があれば CGS 発電電力で対応
する。 
（機器の設定） ターボ冷凍機は、定格 COP6.0 として機器特性は 3.3.2.2 節で採用したターボ冷凍機の特
性を使用する。また、冷水/冷却水ポンプには蒸気吸収冷凍機と同様にインバーターを採用する。CGS およ
びターボ冷凍機の容量は等分割として、あらゆるパターンについて計算を行い、年間エネルギー消費量が最






































































（対策 B）CGS 排熱を最大限に有効利用することにより、プラント蒸気消費量に占める CGS 排熱回収量の
割合が「対策 A」の結果 78％から 83％まで向上した。その結果として、総合エネルギー効率が検討Ａの結
果基準で 5.0%向上している。このことから、CGS およびボイラの連携運用を最適化することが重要である
と示された。 
（対策 C）ガスエンジン CGS あるいは SOFC・CGS を導入した場合には、その高い発電効率から蒸気製造
のための投入エネルギー消費量が小さくなり（本評価手法では、CGS 発電効率が商用電源を上回る場合には
蒸気/温水製造用のエネルギー消費量はゼロとなる）、総合エネルギー効率は 1.0 を超える。また、表-4.6 に
おいてボイラ製造蒸気量がベースケースに比べ大きく増加しているのは、ガスエンジン CGS（蒸気排熱効率
19.4%）と SOFC・CGS（蒸気排熱効率 30.0%）はガスタービン CGS（蒸気排熱効率 48.6%）に比べて蒸気
発生量が少ないためである。ボイラの稼働抑制はエネルギー効率向上に寄与するため、CGS の稼働の増大、
つまり電力需要の更なる増大が望まれる。これについては対策 D で検討を行っている。 


































































































注 1 GT:ガスタービン GE:ガスエンジン TR:ターボ冷凍機 
注 2 検討 C(GE 導入)の蒸気消費量が検討 A,B,C(SOFC)より小さいの
は、ガスエンジンからの排熱温水が利用でき、冷凍機投入蒸気が少
なくてすむためである。 










ガスタービン CGS の場合には、総合エネルギー効率が 0.87 となり、対策Ｂ（ガスタービン CGS からの
蒸気排熱を最大利用）と大差のない結果となった。対策Ｂの段階で既に CGS 排熱が過剰であったため、タ
ーボ冷凍機への電力供給を可能にしても、CGS 蒸気回収率の低下を避けるためにガスタービン CGS の稼働
が大幅に増加することはなかった。結果として、ターボ冷凍機の導入はベースケースでボイラが稼働してい
た一部の蒸気消費量の大きい時間帯を除き、ほとんど効果を発揮していない。 




















総合エネルギー効率は 1.41、20％時は 1.75 となり、蒸気排熱効率の違いにより省エネルギー性能値が大幅
に変化することが明らかとなった（図-4.14 参照）。 





















4.2.5.2 節における CGS 評価手法では、ガ













4．3 電動主体方式（E プラント） 
4．3．1 研究概要 




分析対象とする E プラントは、1990 年に熱供給を開始し、業務ビル計 14 建物（総延床面積：932,300m2）
に対して冷水（2004 年度：290.7PJ）・温水(65.5PJ)・蒸気(8.6PJ)供給を行っている。熱源システムは水熱
源ヒートポンプ 6 台、熱回収ターボ冷凍機 3 台、冷房専用のターボ冷凍機 1 台、電気ボイラ 3 台、冷温熱蓄









 シミュレーションはタイムステップ１時間で年間計算が行われ、入力データには E プラントの実測データ
（建物毎／プラント合計の熱負荷量、要求冷温水流量、外気湿球温度、下水処理水温度）を使用する。実測
データは 2004 年 4 月から 2005 年 3 月までの１年間毎時に計測されている。熱源システムのエネルギー消
費量には 3.3.2.1 節の B プラントと同じアルゴリズムを採用する（図-3.33）。なお、一次エネルギー算出に際
表-4.8 評価手法の違いによる総合エネルギー効率の比較 
ガスタービン ガスエンジン SOFC
ベースケース 0.82 1.01 1.04
一次エネルギー換算値
による按分法 0.90 0.85 0.90
注 対策Ｂ導入時のシミュレーション結果である。 
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HP1 水熱源ヒートポンプ 4,386 (4.2) ―
HP2 水熱源ヒートポンプ 2,988 (3.4) ―
DBR3 熱回収ターボ冷凍機(熱回収時) 2,637 (8.5) 3,340 (8.5)
DBR4 熱回収ターボ冷凍機(熱回収時) 2,637 (8.0) 3,391 (8.0)
DBR5 熱回収ターボ冷凍機(熱回収時) 5,274 (8.5) 6,681 (8.5)
HP6 水熱源ヒートポンプ 10,549 (4.0) 11,063 (5.0)
HP7 水熱源ヒートポンプ 10,549 (4.0) ―
HP8 水熱源ヒートポンプ 10,549 (4.0) 11,063 (5.0)
HP9 水熱源ヒートポンプ 10,549 (4.0) 11,063 (5.0)































E プラントには冷水槽が１槽、温水槽が１槽、冷温水槽が 2 槽設置されており、冷温水槽は季節（冬期／
その他）に応じて切り替えられている。蓄熱槽からの放熱ロスは、冷水蓄熱槽で単位時間当たり残存熱量（放
熱可能量）の 0.95%／h、温水蓄熱槽で 3.05%／h とする。この設定は、シミュレーションにおける放熱ロ
スが年間値ベースで実績値と等しくなるように定めている。また、蓄熱槽と熱源機の運用制御は以下のよう
に行っている。 










2 3 4 5 6 7 8 9
冷水出口温度[℃]



















































































































































































































































































































































































  *省エネルギー率＝（当該ケース－ベースケース）／当該ケース×100  
① ②
182,218 196,661 199,742 7.3% 8.8%
648 5,520 1,781 88.3% 63.6%
13,893 13,893 15,849 0.0% 12.3%
18,153 18,153 18,153 0.0% 0.0%
11,892 11,892 11,892 0.0% 0.0%
1 1 1 0.0% 0.0%
226,806 246,120 247,419 7.8% 8.3%
46,280 53,585 93,569 13.6% 50.5%
― 158 749 ― ―
958 958 6,686 0.0% 85.7%
7,908 7,908 7,897 0.0% -0.1%
2,377 2,377 2,377 0.0% 0.0%
171 171 171 0.0% 0.0%
57,693 65,156 111,450 11.5% 48.2%
24,369 24,369 24,369 0.0% 0.0%
24,369 24,369 24,369 0.0% 0.0%


























のことは E プラントが実績値として最高効率を達成している主な要因の一つであると言える。なお、3.3 節
の高効率化手法の検討において、温熱製造効率の向上が重要であるという知見が得られていたが、それを具













































































































































































































































a) 吸収ボイラ方式地域冷暖房プラント（D プラント） 
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 図-5.1 エネルギーがサービスに転換されるまでのフロー 
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